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⽇本で暮らす外国⼈の動向から⾒た多⺠族化 
 

⼤段 利々⼦（広島⼤学附属⾼等学校） 
 
 
 
 
論⽂の概要 

多⺠族化が⼈⼝問題解決の鍵になるという仮説の下、SSDSEから⼈⼝、地⽅経済関
連データを抽出して相関分析を⾏った。その結果、外国⼈⽐率の⾼い地域が都市部と
地場産業を有する地⽅とに⼆極化していることなどを⽰し、新たな産業の展開が外国
⼈の増加、地⽅創⽣につながる可能性を指摘している。 

 
論⽂審査会コメント 

⾼等学校で履修する統計技術を⽤いて、データの特異な変動を発⾒すると共に、考察
も丁寧で、⽇本に住む外国⼈の⼈⼝の実態や動向を適切に⽰し、結論には意外性はな
いが、ち密な展開が⾏われ論⽂として読みごたえがある。記載された図のひとつは別
のものではないかとの指摘(注)もあったが、⼤変優秀な論⽂と評価された。 
(注) この論⽂では図を修正済み 
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日本で暮らす外国人の動向から見た多民族化 
 
 

大段 利々子 
 

広島大学附属高等学校２年 

 
 

 
1. 研究の目的と問題意識の背景 
日本人の人口は連続して減少している一方で、日本に生活・滞在する外国人の人口は増加している。法務省の調べで

は、総人口に占める在留外国人の割合は 2019 年に 2％を超えたとされている(1)。実際、コンビニエンスストアやレス

トランなどで外国人の店員さんを見る機会が増えたと感じる。一方で、移民国家であるアメリカに比べれば、日本は多

民族社会と言うまでには全く至ってなさそうである。今後、ますます在留外国人が増加することは、人口減少、少子高

齢化、地域偏在など、日本が抱える人口問題の解決につながっていく可能性があるように思う。そこで、日本に住む外

国人の人口の実態や動向を解析し、多民族化の現状と今後について考察した。	

	

	

2. 研究の方法と手順 
	 SSDSE（教育用標準データセット：Standardized	Statistical	Data	Set	for	Education）「データ分析のための汎用

素材として作成・公開している統計データ：主要な公的統計を地域別に一覧できる表形式のデータセット」の最新版で

あるSSDSE-2019A（市区町村データ）とSSDSE-2019B（都道府県・時系列データ）を用い、都道府県別・市町村別の人

口、外国人人口、事業数や地方経済関連のデータを抽出して、総人口あたりの外国人人口およびその年次推移などを解

析した。日本の総人口に含まれる外国人とは、本邦内に常住している者（当該住居に3か月以上にわたって住んでいる

か、又は住むことになっている者）となっている(2)。在留の外国人に関する国別・地域別などの詳しい情報は、法務省

による「在留外国人統計」から得た。	

	

	

3. データの抽出、データセットへの変数の追加とその出典、分析に用いた変数に行った変換や加工など 
	

3.1 日本の外国人人口と事業所数の関係 
日本で暮らす外国人の在留資格は、「永住者」、

「特別永住者」、「留学」、「技能実習」などに分類

される(2)。「永住者」とは、原則 10年以上継続して
日本に在留していて、下記の 3つの要件を満たす
外国人が対象となる。 
1. 素行が良好である 
2. 独立の生計を営むに足りる資産・技能を有する 
3. 永住が日本国の利益に合すると認められる 
一方、「特別永住者」は、敗戦後に日本国籍を離

脱した在日朝鮮人・韓国人・台湾人とその子孫に

ついて、日本への定住などを考慮し永住を許可し

た外国人である。 
時代背景を反映して「特別永住者」人口は減少し

ているが、その他の在留資格を持つ外国人は年々

増加していると報告されている(2)。しかし、SSDSE
のデータには、これらの外国人内訳が提供されて

いなかったので、全てを包括して解析を進めるこ

とにする。総人口が減少する日本において、これら

の外国人人口の増加は、生産性と国際競争力の強

化に繋がるともの期待される。そこで、まず、

SSDSE-2019A のデータを用いて、各市町村および都

道府県別の総人口と外国人人口との関係示す散布

図1. 各市町村および都道府県の総人口と外国人口の関係 

図２. 各市町村および都道府県の事業所数と外国人口の関係 
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図を作成して解析した（図１）。 
一般に、事業所とは、商店、工場、事務所、営業所、銀行、学校、病院、旅館、製錬所、鉱山、発電所など、経

済的活動を行う場所的単位あるいは技術的単位を意味する。生産性を期待された外国人の人口と事業所数の関係

を市町村および都道府県レベルで解析した（図２）。総人口が多いほど、事業所数が多いほど、外国人人口が多い

様子が分かる。 
 
 
3.2 人口増減率・生産年齢人口比率と在留外国人

比率の関係 
外国人の主な在留目的が、就労、就学、研修など

であることから(2)、地域における外国人人口と事業

所数との間に密接な関係があることは理解しやす

い（図２）。地域における人口の増減の特徴をみる

と、製造業、商業の集積等がみられる地域の近隣に、

人口の増加した自治体が多くみられると報告され

ている(3)。市町村および都道府県の人口増減率と総

人口あたりの外国人比率の関係を示す散布図を作

成した（図３）。各地域の人口の増減率は、（出生数＋転

入数−死亡数−転出数）÷ 総人口×100（％）として算
出した。 
「生産年齢人口」とは、年齢別人口のうち、生産活

動の中核をなす年齢の人口層を指し、日本では 15
歳以上 65 歳未満の人口がこれに該当する。総務省
が発表した人口推計によると(4)、2018年 10月 1日
現在の日本の総人口は1億2644万3000人と8年連
続で減少しており、減少幅、減少率ともに過去最大

となった。また、「生産年齢人口」の割合は 59.7%
で、比較可能な昭和 25年と並んで過去最低となり、
働き手不足が一層進んだ形となっている。在留外国

人は、生産年齢人口比率の低い地域で働き手を補う

役割を担っているのか、あるいは産業活動が盛んな

生産年齢人口比率の高い地域に集簇しているのか

を解析した（図４）。 
 
 
3.3 各都道府県の外国人比率の年次推移 

SSDSE-2019Aデータから 都道府県別データを集積し、2016
年の都道府県別の外国人比率（総人口 1 万人あたりの外国人
数）を、Excelのグラフ--塗り分けマップ機能を用いて日本地図
上にプロットした（図５）。外国人比率の都道府県別ランキン

グは、1位東京都、2位愛知県、3位群馬県、4位岐阜県、- - - -
18位広島県、- - - - 47位青森県の順であった。新たに追加され
たデータセットである SSDSE-2019Bは、都道府県別の時系列
データが提供されているが、外国人人口の項目はない。しかし、

総人口と日本人人口の差を外国人人口ととらえることにより

算出可能と考えた。すなわち、「外国人人口＝総人口－日本人

人口」として算出し、外国人比率の年次推移を示す折れ線グラ

フを作成した（図６）。2005年から 20016年にわたり、大多数
の都道府県で、外国人比率は緩やかに増加していたが、奇妙な

ことに 2005年、2010年、2015年と 5年毎に急峻で一時的な増
加が見られた。そこで、外国人比率の都道府県別ランキング 1
位東京都、3位群馬県、18位広島県の総人口、日本人人口、外
国人人口の年次推移を抽出して折れ線グラフを作成した（図

図４. 各市町村および都道府県の生産年齢人口と外国人比率 

図３. 各市町村および都道府県の人口増加率と外国人比率 
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７）。東京都は総人口の増加が続いている一方、群馬県と広島

県は低下が続いていおり、5 年毎の急峻な変化は認められな
い。しかし、いずれの都道府県も、日本人人口は 5年毎の一時
的な低下、外国人口は一時的な増加が認められた。この奇妙な

結果は、5年に一度の調査集計に限り、その他の年の調査と比
べ、日本人と外国人の定義が異なっている可能性、例えば、無

国籍在留人口の扱いが違っていることなどが理由ではないか

と考えた。丁度この 5 年区切りの年に国勢調査が行われてい
るので、そのデータが反映されている可能性があるのかもし

れない。 
 
 
3.4 経常収支比率と実質公債費率と外国人人口の関係  
各都道府県における市町村の財務状況と外国人人口に関連

があるか否か解析するため、東京都、群馬県、広島県の市町村

における、経常収支比率と実質公債費率と外国人人口の関係

を示す散布図を作成した（図８）。	 経常収支比率は、地方公

共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、

扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常

的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税

を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般

財源）、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に占める割

合である。経常収支比率は、一般的に 70～80％が適正水準と
いわれており、これを超えるとその地方公共団体は弾力性を

失いつつあると考えられている(5)。いずれの都道府県も経常収

支比率が高い市町村では外国人口が少ない傾向が認められる。

自治体の財政力を示す指標を調べると、「財政力指数」があげ

られる（出典：コトバンク）(6)。財政力指数とは、基準財政収

図７. 東京都、群馬県、広島県の総人口、日本人人口、外

国人人口の年次推移 
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図６. 都道府県別の外国人比率の年次推移 
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入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去 3 年間の平均値のことで、財政力指数が高いほど自主財源の割合
が高く、財政力が強い団体ということになる。一方、SSDSE にある質公債費比率とは、自治体の収入に対する負
債返済の割合を示す（通常、3年間の平均値が使用されている）(6)。一般に、財政力指数が低いほど実質公債費比

率が高くなる傾向にあると言われ、実質公債費比率もまた、自治体の財政力を示す指標といえそうである。 
 
 
4. データ分析の結果 

 
4.1 日本の外国人人口と事業所数の関係 
各市町村および都道府県別の総人口および事業所数と外国人人口の関係を示す散布図を作成したが（図１, ２）、
両者にどの程度関連性があるのかを分析した。2 種類のデータの関係を示す指標として、相関係数を求めた。相関
係数とは、2つの確率変数の間にある線形な関係の強弱を測る指標であり、Excel による関数CORRELを使った。
各市町村および都道府県別の総人口と外国人人口との相関係数は 0.879と 0.932であり、高い正の相関が認められ
た。各市町村および都道府県別の事業所数と外国人の相関係数は 0.899と 0.953であり、高い正の相関が認められ
た。 
 
 

4.2 人口増減率・生産年齢人口比率と在留外国人比率の関係 
各市町村および都道府県別の人口増減率お

よび生産年齢人口比率と在留外国人比率の関

係を示す散布図を作成したが（図３, ４）、両
者にどの程度関連性があるのかを分析した。

各市町村および都道府県別の人口増減率と外

国人人口との相関係数は 0.276（福島県の３市
町村は極端な人口減少が見られたため解析か

ら除外した）と 0.684 であり、都道府県別レ
ベルで正の相関が認められた。各市町村およ

び都道府県別の生産年齢人口比率と外国人の

相関係数は 0.380と 0.663であり、正の相関が
認められた。市町村レベルでも、相関が低い

ながら認められた。原因と結果の関係の詳細

は、わからないが、人口増減率および生産年齢人口比率と在留外国人

比率には関係がある。 
人口が増加し生産年齢人口が多い地域は、人口密度が高いことが予

測されるため、各市町村および都道府県別の人口密度と在留外国人比

率の関係を示す散布図を作成した（図９）。両者の相関係数は 0.365と
0.6 57であり、予測の通り正の相関が認められたが、市町村別レベル
での相関関係は低く、人口密度が低いにも関わらず極めて外国人比率

が高い地域も見られた（図９. 左図の 1-3の市町村は、表２の順位、1. 
川上村、2. 大泉町、3. 南牧村を示す）。長野県の川上村は、高原野菜、
特に日本一のレタス生産地であり、農業の外国人実習生が多く訪れて

いることから、外国人比率が高い自治体になっている(7)。就業者の大

多数が農業従事者で、その労働力を支えているのは外国人実習生とな

っており、労働環境が問題視されたこともある。一方、Internet of Things (IoT)など最新テクノロジーを積極活用す
ることで、農業生産の効率性を高める「スマート農業」を推進していることから、地方創生の点でも注目を集めて

いる(8)。群馬県の大泉町は、大手メーカーの工場が複数あり、製造業が基幹産業となっている。製造業の人手不足

と、日系人に対する在留資格の優遇（就労に制限がない）により、平成に入って外国人が急増している(7)。長野県

の南牧村も川上村と同じく、冷涼な気候で高原野菜の産地であり、少子高齢の人口構成で不足する労働力を外国

人に頼っている地域である(7)。東京都	 新宿区や豊島区は、行政機関や巨大な商業地、歓楽街を抱え、外国人増加

は大学や就職が影響していると考えられる。 
このように在留外国人比率が高い地域は、都市部と地場産業を有する地方に二極化しており、都道府県別外国人

比率ランキングでも１位東京都、２位愛知県、３位群馬県、４位岐阜県、５位三重県、６位大阪府となっている（図

９. 右図の点線円は群馬県、岐阜県、三重県を示す）（図５）。 

図９. 各市町村および都道府県別の人口密度およびと外国人比率の関係 

表１. 外国人比率が高い市町村ランキング 

図９の左図に記入した数字は本表の順位を示す。	
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4.3 各都道府県の外国人比率の年次推移  

SSDSE-2019B の都道府県別の時系列データから算出した外国人比率の
年次推移では、2005年、2010年、2015年と 5年毎に急峻で一時的な増加
が見られた。5年に一度の調査集計に限り、その他の年とは日本人と外国
人の定義が異なっている可能性などが考えられるが、少なくともこの 5年
毎の調査基準は共通であるため、経年変化の比較が可能であると考えた。 
そこで、各都道府県の外国人比率の平均値と標準偏差を Excel の関数

AVERAGEとSTDEV.Sにより算出し、折れ線グラフを作成した（図 10）。
2010年と 2015年の都道府県別の外国人比率が、2005年のものに比べて統
計学的に増加しているといえるかどうかを解析する上で、各年度の都道府

県別外国人比率データの分布を確認するため、ヒストグラムを作成する

と、正規分布が見られなかった（図 11）。正規分布しない場合、偏りの
あるデータの平均の増加を見ていることになるため、統計的な手法によ

り、都道府県全体の外国人比率が上がっているということを現時点で示すのは、難しいと考えた。データ数が少な

い場合やデータが正規分布しない場合に群間の差を解析するには、ノンパラメトリック手法を適用しなければな

らないとあり、今後の課題である。図 11に示すヒストグラムを見ると、2005年と 2010年の間で分布の仕方が大
きく変わっている。すなわち、外国人比率が低い都道府県が減り、分布が正規化しているように見える。4.1で示
したように、外国人比率と経済状況は深い関係が認められることから、2005年から 2910年の間に起きた顕著な経
済変化を調べたところ、2008 年に起きたリーマンショックがあげられる。その時期には、一時的に外国人労働者
雇用の需要が低下したはずであるが、雇用条件の緩和などにより外国人労働力の受け入れが増加した可能性があ

る。このことが、外国人比率の分布の正規化にどのように関係しているか興味深い。 

 
 

4.4 経常収支比率と実質公債費率と外国人人口の関係  
東京都、群馬県、広島県の市町村における、経常収支比率と実質公債費率と外国人人口の相関係数をExcel によ
る関数CORRELを使って求めた。経常収支比率と外国人人口の相関係数はそれぞれ、東京都 -0.365、群馬県 -0.268、
広島県 -0.164であった。実質公債費率と外国人人口の相関係数はそれぞれ、東京都 -0.440、群馬県 -0.391、広島
県 -0.011 であった。東京都と群馬県における市町村では、経常収支比率および実質公債費比率が高い地域には外
国人人口が少ない傾向が認められ、広島県ではその傾向は認められない。首都圏では、財務状況が良好な地域に多

く外国人が暮らしていることがわかるが、地方都市ではその傾向は認められない。 
 
	

5. 得られたデータ分析の結果の解釈 
今年の夏、著者はAIG高校生外交官渡米プログラム（AIG High School Diplomats U.S. Program/ HSD U.S.）に参加
し、約３週間米国に滞在した。ワシントン D.C.やニューヨークの要所を巡り、ホームステイや米国の高校生との
共同生活を通じて、多角的な視点からアメリカへの政治・経済・歴史・文化について学ぶ機会を得た。米国は移民

により成り立った多民族国家であり、人種も民族も多様であり、「外国人」の捉え方と関わり方は日本のものとは

異なるように感じた。2010年のアメリカの国勢調査では、米国外生まれの住民は 12.8%であるとのことである(9)。

これらの住人を含む多様な人材が、多様な価値観を持って社会参加・貢献できる文化と環境が、様々な領域の活性

化に繋がっていると思われる。一方、日本もグローバル化が進んだとはいえ、外国人割合が 2％を超えたのは、つ
い最近のことである(1)。増加する外国人割合が、人口減少の歯止めになっているのか？外国人割合の地域格差はど
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図10. 各都道府県の外国人比率の平均値と標準偏差 
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のような要因と関連しているのか？それらの問いを持って、日本に住む外

国人の人口の実態や動向を解析し、多民族化の今後について考察した。 
各市町村別あるいは都道府県別にいずれおいても、総人口および事業所

数と外国人人口とは高い正の相関が認められた（図１,２）。また、特に都道
府県別の人口増減率および生産年齢人口比率と在留外国人比率も正の相関

があった。すなわち、人口が多い地域、働き場所が多い地域、人口増加率

が高い地域、労働力の中核を担う人口割合が高い地域に外国人が多く集中

しており、関東・甲信越・東海・関西地域を中心とした地域偏在を示すこ

とが分かった（図３-５）。人口増加を認める東京都では、外国人人口も同
様な増加を示している。一方、他の地域でも外国人人口は横ばいか増加を

示しているものの、総人口の減少を補うレベルには至っていない（図７）。

経常収支比率と実質公債費率と外国人人口の関係を見ても、財務状況が良

好な地域に外国人が多く住んでいることがわかる（図８）。 
このように経済や産業基盤あるいは研修施設・学校の豊富な大きな都市

に外国人が集中する一方で、人口密度が低いにも関わらず極めて外国人比

率が高い地域が認められることは興味深い（図９）。高原野菜の産地である

長野県の村や製造業メーカーの工場がある群馬県の町などは外国人比率が

高く、人口減少や少子高齢化による労働力不足に対して外国人が貢献して

いる地域である。これらの地域における外国人の受け入れの仕組みや、それ

ぞれの文化の理解、人々の付き合い方など知見が集積して、それをモデルに

して他の地域にも波及していけば、日本の多民族化は都市部に止まらず、外

国人の増加が地方創生につながることに期待ができる。そのためには、一部

の地域で試験的に実施されているロボット技術や情報通信技術 Information 
and Communication Technology (ICT)を活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現する等を推進している新たな
農業や工業が様々な地方町村で展開されて、外国人にとって労働や研修のための居住地域として魅力的である地

域づくりができれば良いと感じた。 
SSDSE には在留外国人の国籍や地域別に集計したデータは含まれておらず、多民族化の内訳についての情報は
不足している。そこで「政府統計の総合窓口（e-Stat）」（各府省が公表する統計データを一つにまとめ、統計デー
タの検索をはじめとした、さまざまな機能を備えた政府統計のポータルサイト）から地域別の在留外国人の割合

とそれまでの推移を調べ、それぞれ円グラフと棒グラフを作成した(10)（図 12）。2016 年の地域別在留外国人の割
合は、アジア 83%、南米 10%、ヨーロッパと北米がそれぞれ 3%と続いており、アジアからの外国人は 2012年以
来、継続して増加し続けている。アジアの内訳は、中国、韓国、ベトナム、フィリピン、ネパール、インドネシア

など非常に多彩である（図には示していない）。近代化とともに欧米文化を積極的に受け入れてきた日本が、今後

は、アジアの多彩な民族性や宗教性を地域レベルで受け入れることで、外国人が孤立することなく社会に溶け込

める活力ある多民族化が進むことが望まれる。 
 
 
6. 研究のまとめ 
日本で暮らす外国人は、人口が多い地域、働き場所が多い地域、人口増加率が高い地域、労働力を担う生産年齢

人口比率が高い地域、財務状況が良好な市町村地域に多く集中しており、都道府県別では関東・甲信越・東海・関

西地域を中心とした地域に多い。すなわち、経済や産業基盤あるいは研修施設・学校の豊富な大きな都市に外国人

が集中する傾向がある。しかし一方で、放っておけば人口減少や少子高齢化に歯止めがかからない人口密度が希

薄な市町村の中には、地域の産業特性を生かして、積極的に外国人を迎え入れることで、生産年齢人口を維持し、

収益性の高い農業や工業などの産業を維持しようとしている地域があることがわかった。これらの地域における

外国人の誘致や受け入れなど知見が蓄積していき、他の地域にも発展的に波及していけば、外国人の増加が地方

創生につながる可能性があるのではないかと感じた。地域別在留外国人の割合は、2016年ではアジアの多彩な国々
が 80%以上を占め、年々その割合は増加している。政治や産業の観点だけでなく、文化や生活においても民族性
や宗教性などの多様性を地域レベルで受け入れることで、より一層外国人にとっても住みやすい国となり、多民

族化が進むであろう。このことが、年々人口減少が進む日本においての一つの解決策になるのではないかと考え

た。こういった新たな日本の産業構造を、外国人が自国に持ち帰り、それをモデルとしてそれぞれの国にあった産

業形態を構築することができるとしたら日本とって、新しい国際貢献になるのではないかと思う。 
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